別紙　１

　様式　１－２

平成　　年度次世代育成支援対策施設整備計画書

（通常整備事業分、耐震化等整備事業分）
　　　　　　　　　　　　都道府県・市区町村名　　　　　　　　　

１．整備計画の概要

	施設種別
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２．整備の目的

３．次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画における位置付け

４．管内における現在の状況と今後の推移について

　（１）児童相談所一時保護施設の状況について（施設ごとに記載すること）
今般の整備計画を申請するに当たって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、改善点等）を詳細に記載すること。
なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。
ただし、相談事業の処理件数（過去３年分）、職員の配置状況（過去３年分）、一時保護施設の入所率などの利用状況を必ず添付すること。
  （２）児童入所等施設等の状況について（施設ごとに記載すること）
今般の整備計画を申請するに当たって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、改善点等）を詳細に記載すること。
なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。
ただし、児童入所等施設（婦人相談所一時保護施設、婦人保護施設を含む）の整備を行う場合については、様式１－４についても作成されたい。

（３）子育て支援のための拠点施設の状況について（施設ごとに記載すること）

今般の整備計画を申請するにあたって、現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）や現在の問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、改善点等）を詳細に記載すること。

なお、記載内容を示す根拠となり、本計画の必要性が十分に確認できる資料を添付すること。

５．耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について

耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について特記すべき事項がある場合は、詳細に記載すること。（施設ごとに記載すること）

　　　　　　　※　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号）第５条及び第６条に規定する耐震改修促進計画や「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成２５年法律第９５号）第１３条に規定する国土強靱化地域計画等、耐震化整備に係る計画を策定している場合には、当該計画を添付すること。
様式１－２　記入要領

　通常整備事業分（耐震化等整備事業以外の整備）、耐震化等整備事業分のうち、該当する事業を○で囲み、別葉に作成すること。

都道府県・市区町村名の欄は、市区町村の場合は、都道府県名も必ず記入すること。

１．整備計画の概要

　　整備予定の児童福祉施設等について「施設種別」・「施設名」・「設置主体」・「所在地」・「整備区分」・「対象経費の実支出（予定）額」・「交付金申請額」・「年次計画」・「抵当権設定の有無」を記入すること。

　※「所在地」：市町村名まで記入すること。

※「整備区分」：創設・増築・増改築・改築・拡張・大規模修繕・民老　等

　※「交付金申請額」：「交付金申請額」を算出し、記入すること。

　※「年次計画」：単年度事業の場合は「単年度」、継続事業の場合は「平成　　年度●●％～

平成　　年度●●％」と記入すること。

　※「抵当権設定の有無」：平成20年4月17日雇児発第0417001号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無の別について、○をつけること。

　※１つの施設で複数の整備区分がある場合でも、１つを記入し、整備区分については、主たる整備区分（整備計画に基づく主な整備目的）を記入すること。

２．整備の目的

当該整備計画に掲げられている施設整備の目的を記入すること。

記入の観点としては、施設整備の目的及び必要性、施設整備による効果等とする。

※必要に応じ、資料を添付すること。

３．次世代育成支援対策推進法に規定する行動計画における位置付け

策定された行動計画との関連性、ソフト事業等との関連性などについて記入すること。

また、翌年度以降の整備計画などがあれば記入し、将来的な展望等も記入すること。

　　※必要に応じ、資料を添付すること。

４．管内における現在の状況と今後の推移について

　現在の管内の状況と整備計画を踏まえた今後の推移などについて記入すること。

※必要に応じ、資料を添付すること。

５．耐震化を行う必要性、整備の緊急性、その他特殊事情等について

　　耐震化を行う場合は、必ず現在の状況及び整備の必要性について記入すること。

また、地域計画や建物を取り巻く環境など、協議施設との関係で、特殊事情等があり、特記すべき事項がある場合にはあわせて記入すること。

